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研究成果の概要：フランスにおける「社会的調停」は、紛争当事者の心理的満足よりも、地位

全体の融和がいかにして実現されたか、という点に焦点がある。それゆえ都市政策、社会政策

と密接に関連した司法政策になっている。制度の実施にあたっているのは、アソシアシオンと

呼ばれる民間非営利団体であり、この言葉には、「人々を結びつける」という意味もある。近年

は、近隣の民主主義という観点から、近隣住区評議会でも地域の問題、近隣紛争が話しあわれ、

そのような現象も「社会的調停」と呼ばれている。しかし、この近隣住区評議会は、既存のア

ソシアシオンとの間で、役割分担をめぐる紛争を起こしているケースもあり、制度間の社会的

調停も必要になっていることが分かった。 
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 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 900,000 0 900,000 

2007 年度 1,200,000 0 1,200,000 

2008 年度 1,200,000 360,000 1,560,000 

年度  

  年度  

総 計 3,300,000 360,000 3,660,000 

 
 
研究分野：基礎法学、社会学 
科研費の分科・細目：法学・基礎法学 
キーワード：法社会学、都市政策、ADR、フランス法 
 
１．研究開始当初の背景 

 (1)研究開始時には、日本では、ADR 基本法

が制定されたことを背景に、法社会学でも代

替的紛争処理制度への関心が高まり、ADR に

関する理論的研究、経験的研究の著作が多く

刊行されるようになっていた。 

(2)研究代表者の専門とするフランスにお

いても、「社会的調停」という概念で、代替

的な紛争処理をデザインする試みが注目さ

れるようになってきた。 

(3)しかし、日本の研究が、紛争当事者が ADR

を利用した際の心理的満足度に焦点を合わ



せていたのに対して、フランスの「社会的調

停」は、地域内の融和、地域問題の解決とい

った社会的広がりの中でその効果が論じら

れていた。 

 (4)日本の研究が、消費者として紛争制度

利用者を捉えているのに対し、フランスでは、

地域問題解決の参加者として制度利用者を

捉えている、といった相違があることを研究

上の作業仮説とした。 

 
２．研究の目的 

 (1)都市政策、社会政策との関連が強いフラ

ンスの「社会的調停」の概念を明らかにした

上で、その制度の機能を調査によって明らか

にすることを第一目的とした。 

 (2)その意義は、日本でも地域間格差、社会

的格差が進行する中、司法に求められる役割

も今後、変化していく可能性があり、今後の

日本の司法政策を構想する上で、フランスの

理論と実態を把握することが不可欠である

という点に存する。 

 (3)また日本では、フランスの都市法・都市

政策についての研究はなされているが、専ら

都市美の保持、土地利用規制の強力さといっ

た点に関心がおかれ、困窮地区における社会

問題の解決方法、地域改善政策についての研

究はほとんどなされていない。この点を明ら

かにすることも本研究の目的であった。 

 
３．研究の方法 

 (1)フランスの法社会学関連の文献を収

集・精読し、社会的調停の概念を理解するこ

とを初年度に集中的に行った。 

 (2)その上で、現地の困窮地区において社会

的調停を行っている民間非営利団体へのイ

ンタビューや実施場面の観察を行った。パリ、

グルノーブルにてこの観察型調査を実施し

た。 

 (3)フランス人の研究者と積極的に交流し、

日本の地域紛争の解決方法や、自分のフラン

ス理解について発表を行い、フィードバック

を求めるという方法を取った。 

 

 
４．研究成果 

 (1)社会的調停を実施する主体は、アソシア

シオンと呼ばれる民間非営利団体である。ま

たこの言葉には、「人々を結びつける」とい

う意味もあり、単なる団体類型以上の意味を

持つ。このアソシアシオンの法的位置づけ、

社会学的な位置づけについて、図書①にまと

めることができた。これは、渋沢クローデル

賞、日本法社会学会奨励賞を受賞した。 

(2)フランスの社会的調停は、近隣の民主主

義法によって設置された近隣住区評議会に

おいても実施される。そこでは、地域間の融

和をはかるためのフォーラムが形成され、多

様な主体が参加してくる。 

この近隣住区評議会は、地域問題の解決を

実践する民間非営利団体への補助金配分を

決める役割も期待されている。 

しかし、実態においては、すでに地域問題

の解決を実践していた民間非営利団体と、こ

の新たな公設会議体である近隣住区評議会

との間で、役割分担をめぐる紛争が生じてお

り、理念と実態との間に食い違いがあること

が明らかになった。その成果は、図書⑤で詳

しく論じた。 

(3)日本の紛争解決制度についてのスケッ

チは、図書②、日本の地域政策と民間非営利

団体との関係については、図書③において、

フランス語で公刊した。このような成果がき

っかけで、フランスの研究者や民間非営利団

体の幹部との人的交流が深まった。 

ヨーロッパ都市再生ネットワークの代表

的人物であるリヨン高等師範学校のジャキ



エール主任研究員をコアに、ヨーロッパ都市

再生ネットワークと所属研究科との人材相

互派遣が開始された。これは、日仏の都市再

生政策、紛争解決政策の研究進化の基盤とな

るものである。 
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